
 

 

 

 

 

 

 

 

  今回は、経年項目である「価格転嫁」のほか、「ＤＸに向けた取組状況」について調査を実施し

た。なお、本特別調査は、埼玉県四半期経営動向調査（令和８年１～３月期）の一環として実施した

ものであり、「概要」や「ヒアリング調査からみた企業の声」については別途報告書を御確認くださ

い。 

調査結果概要 

価格転嫁について 

 

○ 「発注側企業と十分に価格交渉（相談）ができている」と回答した企業の割合は５７．５％で、

前回調査（令和７年７～９月期）から２．９ポイント増加した。一方、「十分にできていない」と

回答した企業の割合は２６．９％で、前回調査から１．８ポイント減少した。 

○ コスト高騰に対して６割以上転嫁できている企業の割合は５７．２％で、前回調査から０．２ポ

イント増加した。一方、「価格転嫁が全くできていない」と回答した企業の割合は１１．４％で、

前回調査から１．０ポイント減少した。 

○ 「パートナーシップ構築宣言」の登録については、「既に登録している」、「今後登録する予

定」、「登録しようか検討している」を合わせた回答割合は３１．８％で、前回調査から０．９ポ

イント減少した。 

 

ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）に向けた取組状況について 

 

○ ＤＸに向けた取組状況については、「取り組んでいる」と「ある程度は取り組んでいる」を合わ

せると５０．８％となった。 

○ ＤＸに取り組む上での課題については、「ＤＸを担う人材がいない」（４０．０％）が最も多

く、次いで「資金の余裕がない」（３７．８％）、「何をどう進めていいか分からない」   

（２４．７％）の順となった。 

○ 県に期待する支援については、「資金繰り・助成」（４０．２％）が最も多く、次いで「人材の

育成・供給」（１８．５％）、「相談窓口の充実」（１７．５％）の順となった。 
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○ 発注側企業と十分に価格交渉（相談）ができているか聞いたところ、全体では「できている」が 

５７．５％、「できていない」が２６．９％であった。 

 

○ 業種別にみると、製造業・非製造業ともに「できている」と回答した企業の割合が「できていな

い」と回答した企業の割合よりも高かったが、「できている」と回答した企業の割合を比べると、製

造業の方が非製造業より２０．１ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 前回調査（令和７年７～９月期）と比較すると、全体では「できている」と回答した企業の割合は

２．９ポイント増加し、「できていない」と回答した企業の割合は１．８ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

価格交渉（相談）の実施状況／全体・製造業・非製造業／（単一回答） 

価格交渉（相談）の実施状況／過去調査との比較／全体（単一回答） 

57.5%

69.0%

48.9%

26.9%

23.5%

29.5%

15.6%

7.6%

21.6%

全 体

(n=1,425)

製造業

(n=609)

非製造業

(n=816)

できている できていない 価格交渉をする必要はない

52.4%

52.4%

54.6%

57.5%

29.5%

30.5%

28.7%

26.9%

18.1%

17.1%

16.8%

15.6%

令和6年9月

令和7年3月

令和7年9月

令和8年3月

できている できていない 価格交渉をする必要はない
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○ 価格交渉（相談）が「できている」と回答した企業の業種をみると、「化学工業」 

 （７７．６％）、「一般機械器具」（７５．８％）、「金属製品」（７５．４％）などで回答割合が

高くなっている。一方、価格交渉（相談）が「できていない」と回答した企業の業種をみると、「飲

食店」（４０．４％）、「建設業」（３６．２％）、「印刷業」（３４．８％）で回答割合が高くな

っている。 

 

 

 

  

価格交渉（相談）の実施状況／業種詳細／（単一回答） 

68.5%

63.6%

63.3%

73.3%

54.3%

77.6%

65.5%

63.5%

75.4%

62.0%

74.5%

75.8%

52.1%

52.9%

31.9%

56.5%

64.0%

38.3%

39.5%

16.7%

24.2%

23.3%

24.4%

34.8%

17.2%

27.3%

32.7%

20.3%

32.0%

15.7%

18.2%

36.2%

25.4%

40.4%

22.6%

34.0%

12.8%

32.9%

14.8%

12.1%

13.3%

2.2%

10.9%

5.2%

7.3%

3.8%

4.3%

6.0%

9.8%

6.1%

11.7%

21.8%

27.7%

21.0%

2.0%

48.9%

27.5%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙等

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建設業

卸売・小売業

飲食店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

できている できていない 価格交渉をする必要はない
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○ 企業規模別にみると、全体では、規模が大きくなるほど、「できている」と回答した企業の割合が

増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

価格交渉（相談）の実施状況／全体・製造業・非製造業／規模別（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

70.0%

51.9%

58.0%

40.7%

77.3%

73.8%

67.5%

62.8%

74.5%

63.9%

62.4%

47.5%

23.3%

35.2%

29.2%

29.0%

18.6%

21.5%

25.1%

25.5%

20.4%

27.7%

27.3%

28.0%

6.7%

13.0%

12.8%

30.2%

4.1%

4.6%

7.3%

11.7%

5.1%

8.4%

10.2%

24.5%

非製造業

（n=807）

製造業

（n=606）

全体

（n=1,413）

できている できていない 価格交渉をする必要はない

１～５人（n=188）

６～２０人（n=191）

２１～５０人（n=130）

５１人以上（n=97）

１～５人（n=420）

６～２０人（n=219）

２１～５０人（n=108）

５１人以上（n=60）

１～５人（n=608）

６～２０人（n=410）

２１～５０人（n=238）

５１人以上（n=157）
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○ １年前（令和７年３月）と比べた価格交渉（相談）のしやすさについて聞いたところ、全体では

「変わらない」（５８．７％）が最も多く、次いで「改善した」（１５．５％）、「難しくなった」

（１３．１％）の順となった。 

 

○ 業種別にみると、「改善した」と回答した企業の割合は、製造業（２２．４％）の方が非製造業

（１０．３％）よりも高く、「難しくなった」と回答した企業の割合は製造業（１１．５％）の方が

非製造業（１４．３％）よりも低かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 前回調査（令和７年７～９月期）と比較すると、全体では「改善した」と回答した企業の割合は

２．１ポイント減少し、「変わらない」と回答した企業の割合は３．９ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年３月と比べた価格交渉（相談）のしやすさ／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

令和７年３月と比べた価格交渉（相談）のしやすさ／過去調査との比較／全体（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

15.5%

22.4%

10.3%

58.7%

60.0%

57.8%

13.1%

11.5%

14.3%

12.6%

6.0%

17.6%

全体

(n=1,439)

製造業

(n=615)

非製造業

(n=824)

改善した 変わらない 難しくなった 価格交渉をする必要はない

14.6%

17.6%

15.5%

65.3%

54.8%

58.7%

11.5%

15.1%

13.1%

8.6%

12.5%

12.6%

令和7年3月

令和7年9月

令和8年3月

改善した 変わらない 難しくなった 価格交渉をする必要はない
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○ コスト高騰に対してどのくらい価格転嫁ができているか聞いたところ、全体では６割以上転嫁でき

ている企業の割合は５７．２％であった。一方、「全くできていない」と回答した企業の割合は  

１１．４％であった。 

 

○ 業種別にみると、６割以上価格転嫁できている企業の割合は、製造業（６２．１％）の方が、非製

造（５３．４％）よりも高かった。また、「全くできていない」と回答した企業の割合は、製造業

（８．０％）の方が非製造業（１３．９％）よりも低かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 前回調査（令和７年７～９月期）と比較すると、６割以上価格転嫁できている企業の割合は０．３

ポイント増加し、「全くできていない」と回答した企業の割合は１．０ポイント減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

23.7%

22.6%

21.7%

24.0%

12.5%

14.5%

16.3%

15.7%

15.7%

16.9%

18.9%

17.5%

15.0%

16.7%

13.7%

14.0%

10.6%

9.6%

8.1%

8.2%

11.4%

8.5%

8.9%

9.3%

11.2%

11.2%

12.4%

11.4%

令和6年9月

令和7年3月

令和7年9月

令和8年3月

80～99％
60～79％

40～59％
20～39％

1～19％
全くできていない

100％

24.0%

25.4%

23.0%

15.7%

18.2%

13.8%

17.5%

18.5%

16.6%

14.0%

13.9%

14.1%

8.2%

7.5%

8.6%

9.3%

8.5%

9.9%

11.4%

8.0%

13.9%

全 体

(n=1,398)

製造業

(n=595)

非製造業

(n=799)

80～99％ 60～79％ 40～59％

20～39％

1～19％

全く

できていない

100％

価格転嫁の実施状況／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

価格転嫁の実施状況／過去調査との比較／全体（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

６割以上転嫁 57.2％ 

６割以上転嫁 57.2％ 
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価格転嫁の実施状況／業種詳細（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

価格転嫁の実施状況／全体・製造業・非製造業／規模別（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

20.0%

14.4%

28.3%

23.1%

22.4%

22.5%

24.6%

29.8%

21.5%

18.8%

26.6%

25.2%

21.7%

11.7%

15.5%

12.5%

19.4%

21.7%

19.3%

13.3%

20.3%

17.1%

17.2%

12.8%

25.0%

14.4%

15.5%

16.3%

17.3%

24.8%

18.2%

15.5%

20.3%

20.0%

16.7%

16.0%

16.7%

20.7%

11.0%

13.8%

17.3%

16.3%

14.4%

9.9%

17.1%

18.3%

12.6%

12.6%

6.7%

15.3%

5.9%

8.8%

9.2%

7.8%

7.0%

7.2%

8.2%

11.3%

6.4%

8.3%

3.3%

13.5%

9.6%

10.0%

10.2%

3.1%

9.6%

10.5%

7.6%

7.9%

9.6%

10.2%

6.7%

9.9%

14.2%

15.5%

4.1%

3.9%

7.0%

13.8%

5.1%

6.7%

10.8%

15.0%

非製造業

（n=789）

製造業

（n=595）

全体

（n=1,384）

１００％ ８０～９９％ ６０～７９％ ４０～５９％ ２０～３９％ １～１９％ 全くできていない

1∼5人（n=181）

6∼20人（n=187）

21∼50（n=129）

51人以上（n=98）

1∼5人（n=399）

6∼20人（n=219）

21∼50人（n=111）

51人以上（n=60）

1∼5人（n=580）

6∼20人（n=406）

21∼50人（n=240）

51人以上（n=158）

12.0%

21.9%

30.0%

25.6%

17.4%

28.8%

20.0%

15.7%

24.6%

32.7%

39.2%

34.4%

23.4%

20.9%

10.4%
37.1%

9.8%

37.8%

24.7%

28.0%

15.6%

20.0%

16.3%

6.5%

30.5%

12.7%

9.8%

29.0%

20.4%

11.8%

12.5%

14.6%

16.8%

16.7%

4.8%

11.8%

8.9%

12.3%

16.0%

21.9%

10.0%

25.6%

19.6%

15.3%

29.1%

33.3%

10.1%

10.2%

13.7%

18.8%

15.8%

22.0%

14.6%

11.3%

17.6%

8.9%

13.0%

20.0%

15.6%

10.0%

11.6%

17.4%

6.8%

9.1%

11.8%

17.4%

18.4%

17.6%

10.9%

17.1%

14.7%

20.8%

9.7%

23.5%

4.4%

9.9%

6.0%

12.5%

10.0%

7.0%

10.9%

5.1%

7.3%

9.8%

7.2%

6.1%

5.9%

6.3%

6.3%

6.6%

8.3%

9.7%

15.7%

4.4%

13.0%

8.0%

9.4%

16.7%

9.3%

13.0%

8.5%

12.7%

7.8%

5.8%

2.0%

7.8%

6.3%

8.2%

6.2%

14.6%

11.3%

17.6%

11.1%

13.0%

10.0%

3.1%

3.3%

4.7%

15.2%

5.1%

9.1%

11.8%

5.8%

10.2%

3.9%

10.9%

14.6%

12.8%

14.6%

16.1%

3.9%

24.4%

14.2%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙等

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建設業

卸売・小売業

飲食店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

１００％ ８０～９９％ ６０～７９％ ４０～５９％

２０～３９％ １～１９％ 全くできていない
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ア 価格転嫁が十分にできていない理由（回答総数：１，０２０・複数回答） 

＊ （３）で「十分にできている（１００％）」と回答した３３６社を除く１，０６２社のうち 

１，０２０社の回答割合 

 

○ 全体では「同業他社が値上げに慎重なため、自社だけの価格交渉が不安」（４１．７％）が最も多

く、次いで「最終消費者に受け入れてもらえないおそれがあり、価格交渉ができていない」      

（３０．１％）、「取引停止などが懸念され、十分に価格交渉ができていない」（２２．５％）の順

となった。 

 

○ 業種別にみると、「最終消費者に受け入れてもらえないおそれがあり、価格交渉ができていない」

と回答した企業の割合は、非製造業（３６．４％）の方が製造業（２１．６％）よりも高かったが、

それ以外の回答では製造業の方が非製造業よりも高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

価格転嫁が十分にできていない理由／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 41.7%

30.1%

22.5%

14.9%

14.5%

12.8%

43.9%

21.6%

25.7%

19.5%

15.2%

13.1%

40.0%

36.4%

20.0%

11.5%

14.0%

12.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

同業他社が値上げに慎重なため、

自社だけの価格交渉が不安

最終消費者に受け入れてもらえない

おそれがあり、価格交渉ができていない

取引停止などが懸念され、

十分に価格交渉ができていない

発注側企業と交渉したが、購買部門担当者の理解

を得られなかった

発注側企業と交渉したが、企業全体の方針により

理解を得られなかった

その他

全体(n=1,020)

製造業(n=435)

非製造業(n=585）
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○ 「パートナーシップ構築宣言」の登録を行っているか聞いたところ、全体では「既に登録してい

る」（１２．９％）、「今後登録する予定」（３．７％）及び「登録しようか検討している」 

（１５．２％）を合わせた回答割合は３１．８％であった。一方、「『パートナーシップ構築宣言』

を知らない」と回答した企業の割合は２６．９％であった。 

 

○ 業種別にみると、「パートナーシップ構築宣言」の登録について、「既に登録している」、「今後

登録する予定」及び「登録しようか検討している」を合わせた回答割合は、製造業（４１．１％）の

方が非製造業（２４．８％）よりも高かった。一方、「『パートナーシップ構築宣言』を知らない」

と回答した企業の割合は、非製造業（３３．１％）の方が製造業（１８．７％）よりも高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 前回調査（令和７年７～９月期）と比較すると、「『パートナーシップ構築宣言』を知らない」と

回答した割合は、横ばいであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「パートナーシップ構築宣言」の登録状況／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

「パートナーシップ構築宣言」の登録状況／過去調査との比較／全体（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

12.9%

20.7%

7.0%

3.7%

4.1%

3.4%

15.2%

16.3%

14.4%

41.3%

40.2%

42.1%

26.9%

18.7%

33.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=1,429)

製造業

(n=614)

非製造業

(n=815)

既に登録している 「パートナーシップ構築宣言」を
知らない

登録する予定はない

登録しようか検討している

今後登録する予定

10.2%

12.2%

13.3%

12.9%

3.4%

3.6%

3.8%

3.7%

16.2%

15.9%

15.6%

15.2%

40.1%

42.8%

40.4%

41.3%

30.2%

25.4%

26.9%

26.9%

令和6年9月

令和7年3月

令和7年9月

令和8年3月

今後登録する予定

既に登録している 登録しようか検討している

「パートナーシップ構築宣言」
を知らない

登録する予定はない
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○ 直近１年間の自社の業績について聞いたところ、全体では「横ばいである」が４３．９％、「悪化

している」が１８．７％、「改善している」が１６．６％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 直近１年間の賃上げの実施状況について聞いたところ、全体では「実施した」が６５．３％、「今

後実施する予定又は検討中」が１２．８％、「実施していない（今後も予定はない）」が２２．０％

であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直近１年間の業績／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

直近１年間の賃上げの実施状況／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

9.7%

11.3%

8.5%

16.6%

17.9%

15.6%

43.9%

40.9%

46.2%

18.7%

19.9%

17.8%

10.6%

9.4%

11.4%

0.5%

0.6%

0.4%

全 体

(n=1,450)

製造業

(n=619)

非製造業

(n=831)

好調である 改善している 横ばいである 悪化している 低迷している その他

65.3%

73.4%

59.1%

12.8%

11.0%

14.1%

22.0%

15.6%

26.8%

全 体

(n=1,419)

製造業

(n=610)

非製造業

(n=809)

実施した 今後実施する予定又は検討中 実施していない（今後も予定はない）
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○ 賃上げを「実施した」と回答した企業の割合を業種別でみると、製造業では「輸送用機械器具」      

（８３．０％）、「食料品製造」（８１．５％）、「鉄鋼業・非鉄金属」（８０．４％）で高く、非

製造業では「運輸業」（６８．６％）、「情報サービス業」（６７．７％）、「サービス業」（６

５．５％）で高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

直近１年間の賃上げの実施状況／業種詳細（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 
81.5%

65.7%

55.2%

74.4%

57.4%

78.0%

70.9%

80.4%

74.3%

69.4%

83.0%

76.9%

54.7%

57.2%

59.6%

67.7%

68.6%

39.5%

65.5%

9.3%

5.7%

13.8%

16.3%

10.6%

10.2%

12.7%

5.9%

15.7%

16.3%

5.7%

9.2%

20.0%

10.3%

19.1%

6.5%

17.6%

18.6%

13.3%

9.3%

28.6%

31.0%

9.3%

31.9%

11.9%

16.4%

13.7%

10.0%

14.3%

11.3%

13.8%

25.3%

32.5%

21.3%

25.8%

13.7%

41.9%

21.2%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加…

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建設業

卸売・小売業

飲食店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

実施した 今後実施する予定又は検討中 実施していない（今後も予定はない）

【

【
非
製
造
業
】

【
製
造
業
】
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○ 賃上げを「実施した」と回答した企業の割合を企業規模別にみると、製造業では、規模が大きくな

るほど増加する傾向が見られた。 

 

○ 賃上げを「実施していない（今後も予定はない）」と回答した企業の割合を企業規模別にみると、

製造業、非製造業ともに、１～５人規模で高くなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

直近１年間の賃上げの実施状況/全体・製造業・非製造業/規模別（単一回答） 

93.2%

84.5%

77.5%

38.1%

91.8%

89.8%

84.4%

41.9%

92.3%

87.4%

80.7%

39.3%

3.4%

11.8%

15.3%

15.6%

8.2%

7.8%

7.8%

17.8%

6.4%

9.7%

11.8%

16.3%

3.4%

3.6%

7.2%

46.2%

2.3%

7.8%

40.3%

1.3%

2.9%

7.5%

44.3%

非製造業

（n=800）

製造業

（n=608）

全体

(n=1,408）

実施した 今後実施する予定又は検討中 実施していない（今後も予定はない）

１～５人（n=191）

６～２０人（n=192）

２１～５０（n=128）

５１人以上（n=97）

１～５人（n=409）

６～２０人（n=222）

２１～５０人（n=110）

５１人以上（n=59）

１～５人（n=600）

６～２０人（n=414）

２１～５０人（n=238）

５１人以上（n=156）
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 ○ ＤＸに向けた取組状況について聞いたところ、全体では「取り組んでいる」は１１．１％、「あ

る程度は取り組んでいる」は３９．７％、「関心はあるが取組に至っていない」は１８．０％、

「取り組んでいない」は３１．２％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 業種別に見ると、「取り組んでいる」又は「ある程度は取り組んでいる」と回答した割合の合計

は、製造業で５４．０％、非製造業で４８．４％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＤＸに向けた取組状況／全体（単一回答） 

ＤＸに向けた取組状況／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

取り組んでいる

11.1%

ある程度は取り組んでいる

39.7%

関心はあるが取組に至っていない

18.0%

取り組んでいない

31.2%

11.1%

11.7%

10.6%

39.7%

42.3%

37.8%

18.0%

17.3%

18.6%

31.2%

28.7%

33.1%

全 体

製造業

非製造業

取り組んでいる ある程度は取り組んでいる

関心はあるが取組に至っていない 取り組んでいない
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○ ＤＸに向けた取組状況について、「取り組んでいる」又は「ある程度は取り組んでいる」と回答し

た企業の業種を見ると、製造業では「電気機械器具」（７２．０％）、「輸送用機械器具」     

（６６．０％）で回答割合が高く、非製造業では「情報サービス業」」（６９．３％）、「サービス

業」（５７．５％）で回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ＤＸに向けた取組状況について、企業の規模別に見ると、製造業、非製造業ともに規模が大きくな

るほど、「取り組んでいる」又は「ある程度は取り組んでいる」の回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＤＸに向けた取組状況／業種詳細（単一回答） 

ＤＸに向けた取組状況／規模別（単一回答） 

19.2%

5.9%

6.7%

15.6%

0.0%

15.3%

14.5%

9.6%

8.6%

12.0%

9.4%

26.9%

6.1%

10.4%

10.9%

17.7%

8.0%

8.5%

13.9%

34.6%

32.4%

36.7%

42.2%

34.0%

44.1%

41.8%

48.1%

40.0%

60.0%

56.6%

36.5%

27.3%

40.6%

19.6%

51.6%

44.0%

29.8%

43.6%

19.2%

23.5%

10.0%

20.0%

19.1%

25.4%

12.7%

13.5%

17.1%

18.0%

13.2%

15.4%

24.2%

14.0%

23.9%

14.5%

22.0%

19.1%

19.4%

26.9%

38.2%

46.7%

22.2%

46.8%

15.3%

30.9%

28.8%

34.3%

10.0%

20.8%

21.2%

42.4%

34.9%

45.7%

16.1%

26.0%

42.6%

23.0%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建設業

卸売・小売業

飲食店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

取り組んでいる ある程度は取り組んでいる
関心はあるが取組に至っていない 取り組んでいない

【
製
造
業
】

【
非
製
造
業
】

26.7%

19.1%

12.3%

5.3%

30.6%

13.8%

7.8%

4.7%

29.1%

16.3%

10.2%

5.1%

56.7%

46.4%

42.7%

30.2%

58.2%

50.0%

46.9%

24.7%

57.6%

48.3%

44.7%

28.5%

11.7%

15.5%

20.9%

19.6%

7.1%

25.4%

20.3%

14.2%

8.9%

20.8%

20.6%

17.9%

5.0%

19.1%

24.1%

44.9%
4.1%

10.8%

25.0%

56.3%

4.4%

14.6%

24.5%

48.5%

非製造業

（n=804）

製造業

（n=610）

全体

（n=1,414）

取り組んでいる ある程度は取り組んでいる 関心はあるが取組に至っていない 取り組んでいない

１～５人（n=190）

６～２０人（n=192）

２１～５０（n=130）

５１人以上（n=98)

１～５人（n=414）

６～２０人(n=220）

２１～５０人(n=110)

５１人以上（n=60）

１～５人（n=604）

６～２０人（n=412）

２１～５０人（n=240）

５１人以上（n=158）
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  ＊（１）で「取り組んでいる」又は「ある程度は取り組んでいる」と回答した７２５社の回答割合 

○ 全体では「紙書類の電子化」（６８．１％）が最も多く、次いで「インターネットを活用した情報

発信」（５８．３％）、「コミュニケーションツールの活用」（５４．８％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＤＸに向けて取り組んでいる内容／全体・製造業・非製造業／（複数回答） 

68.1%

58.3%

54.8%

41.7%

37.2%

31.9%

24.6%

19.0%

14.7%

13.3%

13.0%

12.6%

5.3%

3.5%

3.2%

3.1%

2.4%

2.1%

1.5%

1.5%

67.7%

58.3%

56.2%

28.7%

44.1%

33.2%

27.5%

17.8%

11.5%

15.1%

11.5%

11.2%

6.0%

2.1%

2.7%

2.7%

1.8%

1.2%

2.6%

1.8%

68.5%

58.3%

53.6%

52.9%

31.3%

30.7%

22.1%

20.1%

17.4%

11.7%

14.3%

13.8%

4.7%

4.7%

3.6%

3.4%

2.9%

2.9%

0.3%

1.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

紙書類の電子化（ペーパーレス化）

インターネットを活用した情報発信

コミュニケーションツールの活用

キャッシュレス決済の導入

バックオフィス業務のＩＴ化・自動化

勤怠管理のデジタル化

売上げ・在庫等データの可視化と

事業活動への活用

顧客対応のシステム一元化

マーケティング活動のデジタル化

ＡＩやノーコードツールを活用した

定型業務の効率化

顧客管理システム（ＣＲＭ）等を

活用した顧客データの一元管理

ＥＣサイトの活用

ＩｏＴによる、設備や環境の

自動記録・見える化・記録データの活用

ＳＮＳのデータ分析による

マーケティングの高度化

ＡＩやＩＯＴを用いた業務プロセスの最適化

経営戦略・事業戦略を踏まえた

企業全体のデジタル戦略策定・組織体制構築

デジタル技術を活用した新商品・サービスの

創出、ビジネスモデルの転換

顧客データの分析に基づく

最適化・パーソナライズ提案

デジタルプラットフォーム活用による

顧客対応の強化

デジタル技術によるサプライチェーンの最適化

全体

製造業

非製造業
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○ 全体では「紙書類の電子化」（３８．２％）が最も多く、次いで「バックオフィス業務のＩＴ化・

自動化」（３０．１％）、「売上げ・在庫等データの可視化と事業活動への活用」（２８．７％）の

順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＤＸに向けて今後取り組みたい内容／全体・製造業・非製造業／（複数回答） 

38.2%

30.1%

28.7%

24.9%

24.0%

22.7%

21.1%

17.9%

17.6%

17.5%

17.4%

16.9%

16.5%

15.7%

15.3%

14.8%

14.3%

14.1%

12.8%

11.7%

39.9%

33.4%

37.4%

26.9%

25.4%

20.6%

23.4%

18.3%

15.3%

20.1%

16.6%

22.4%

18.1%

15.1%

13.3%

16.1%

16.1%

14.6%

13.6%

11.6%

36.9%

27.7%

22.4%

23.5%

22.9%

24.2%

19.4%

17.6%

19.3%

15.6%

18.0%

12.8%

15.4%

16.1%

16.7%

13.9%

13.0%

13.8%

12.3%

11.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

紙書類の電子化（ペーパーレス化）

バックオフィス業務のＩＴ化・自動化

売上げ・在庫等データの可視化と

事業活動への活用

顧客対応のシステム一元化

勤怠管理のデジタル化

インターネットを活用した情報発信

ＡＩやノーコードツールを活用した

定型業務の効率化

経営戦略・事業戦略を踏まえた

企業全体のデジタル戦略策定・組織体制構築

キャッシュレス決済の導入

ＡＩやＩｏＴを用いた業務プロセスの最適化

顧客管理システム（ＣＲＭ）等を活用した

顧客データの一元管理

ＩｏＴによる、設備や環境の

自動記録・見える化・記録データの活用

コミュニケーションツールの活用

マーケティング活動のデジタル化

デジタル技術を活用した新商品・サービスの

創出、ビジネスモデルの転換

顧客データの分析に基づく

最適化・パーソナライズ提案

デジタル技術による

サプライチェーンの最適化

ＳＮＳのデータ分析による

マーケティングの高度化

デジタルプラットフォーム

活用による顧客対応の強化

ＥＣサイトの活用

全体

製造業

非製造業
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○ 全体では「業務の効率化による生産性の向上」（７６．５％）が最も多く、次いで「コストの削

減」（５７．８％）、「新規顧客の開拓」（２５．４％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＤＸにより期待する効果／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 76.5%

57.8%

25.4%

17.0%

16.7%

14.6%

13.9%

11.0%

10.5%

1.2%

84.1%

62.2%

21.4%

18.0%

15.6%

15.3%

12.7%

11.1%

8.7%

1.1%

70.5%

54.4%

28.5%

16.3%

17.5%

14.0%

14.8%

10.9%

12.0%

1.2%

0.0% 30.0% 60.0% 90.0%

業務の効率化による

生産性向上

コストの削減

新規顧客の獲得

多様な働き方の実現

既存製品・サービスの

高付加価値化

データに基づく意思決定

現在のビジネスモデルの

根本的な変革

新規製品・サービスの創出

企業文化や組織マインドの

根本的な変革

その他

全体

製造業

非製造業
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59.4%

49.6%

29.0%

14.5%

13.0%

10.1%

10.1%

9.4%

3.3%

0.7%

60.3%

53.4%

21.9%

11.0%

17.8%

11.0%

13.7%

9.6%

4.1%

1.4%

59.1%

48.3%

31.5%

15.8%

11.3%

9.9%

8.9%

9.4%

3.0%

0.5%

0.0% 50.0% 100.0%

業務の効率化による

生産性向上

コストの削減

新規顧客の獲得

既存製品・サービス

の高付加価値化

多様な働き方の実現

現在のビジネスモデルの

根本的な変革

データに基づく

意思決定

新規製品・サービス

の創出

企業文化や組織マインド

の根本的な変革

その他

１～５人(n=550)

全体

製造業

非製造業

79.5%

56.3%

26.9%

16.0%

14.6%

14.2%

13.1%

12.7%

11.2%

0.4%

83.3%

57.1%

24.6%

12.7%

11.9%

15.9%

12.7%

9.5%

7.1%

0.0%

76.1%

55.6%

28.9%

19.0%

16.9%

12.7%

13.4%

15.5%

14.8%

0.7%

0.0% 50.0% 100.0%

業務の効率化による

生産性向上

コストの削減

新規顧客の獲得

既存製品・サービス

の高付加価値化

多様な働き方の実現

データに基づく

意思決定

新規製品・サービス

の創出

現在のビジネスモデルの

根本的な変革

企業文化や組織マインド

の根本的な変革

その他

６～２０人(n=656)

全体

製造業

非製造業

86.1%

69.4%

24.4%

23.3%

22.2%

19.4%

16.7%

16.7%

12.8%

1.7%

91.9%

71.7%

22.2%

18.2%

21.2%

17.2%

10.1%

12.1%

12.1%

1.0%

79.0%

66.7%

27.2%

29.6%

23.5%

22.2%

24.7%

22.2%

7.4%

2.5%

0.0% 50.0% 100.0%

業務の効率化による

生産性向上

コストの削減

多様な働き方の実現

新規顧客の獲得

既存製品・サービス

の高付加価値化

現在のビジネスモデル

の根本的な変革

データに基づく

意思決定

企業文化や組織マインドの

根本的な変革

新規製品・サービス

の創出

その他

２１～５０人(n=527)

全体

製造業

非製造業

93.3%

63.0%

22.2%

20.7%

18.5%

17.0%

16.3%

15.6%

8.1%

2.2%

97.5%

67.1%

22.8%

22.8%

20.3%

13.9%

11.4%

17.7%

8.9%

2.5%

87.5%

57.1%

21.4%

17.9%

16.1%

21.4%

23.2%

12.5%

7.1%

1.8%

0.0% 50.0% 100.0%

業務の効率化に

よる…

コストの削減

データに基づく

意思決定

多様な働き方の

実現

新規顧客の獲得

現在のビジネス

モデルの根本…

企業文化や組織

マインドの根…

既存製品・サー

ビス…

新規製品・サー

ビス…

その他

５１人以上(n=374)

全体

製造業

非製造業
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○ ＤＸに取り組む上での課題について聞いたところ、全体では「ＤＸを担う人材がいない」（４０．

０％）が最も多く、次いで「資金の余裕がない」（３７．８％）、「何をどう進めていいか分からな

い」（２４．７％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＤＸに取り組む上での課題／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

40.0%

37.8%

24.7%

14.3%

9.6%

4.0%

2.6%

25.5%

46.8%

40.7%

22.4%

15.7%

9.1%

2.6%

2.4%

24.0%

35.1%

35.6%

26.4%

13.4%

10.0%

5.1%

2.7%

26.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

ＤＸを担う人材がいない

資金の余裕がない

何をどう進めていいか分からない

既存のシステムやデータ管理の

使い勝手が悪い

相談できる窓口がない

他社や研究機関など

適切な連絡先が見つからない

その他

特になし

全体

製造業

非製造業
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40.1%

31.1%

29.6%

10.7%

8.8%

3.2%

2.5%

29.6%

42.0%

35.3%

26.7%

11.3%

4.7%

2.0%

2.0%

31.3%

39.3%

29.4%

30.7%

10.4%

10.4%

3.7%

2.7%

28.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

資金の余裕がない

ＤＸを担う

人材がいない

何をどう進めていいか分か

らない

相談できる窓口がない

既存のシステムやデータ管

理の使い勝手が悪い

他社や研究機関など適切な

連絡先が見つからない

その他

特になし

１～５人(n=815)

全体

製造業

非製造業

45.7%

37.8%

25.7%

13.6%

10.2%

4.7%

1.8%

22.6%

50.8%

44.6%

26.0%

15.8%

9.6%

3.4%

1.7%

19.2%

41.2%

31.9%

25.5%

11.8%

10.8%

5.9%

2.0%

25.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

ＤＸを担う

人材がいない

資金の余裕がない

何をどう進めていいか分から

ない

既存のシステムやデータ管理

の使い勝手が悪い

相談できる窓口がない

他社や研究機関など適切な連

絡先が見つからない

その他

特になし

６～２０人(n=618)

全体

製造業

非製造業

48.3%

38.7%

22.2%

16.5%

8.7%

5.2%

2.6%

20.4%

54.5%

38.8%

22.3%

14.9%

7.4%

2.5%

2.5%

20.7%

41.3%

38.5%

22.0%

18.3%

10.1%

8.3%

2.8%

20.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

ＤＸを担う

人材がいない

資金の余裕がない

既存のシステムやデータ

管理の使い勝手が悪い

何をどう進めていいか分

からない

相談できる窓口がない

他社や研究機関など適切

な連絡先が見つからない

その他

特になし

２１～５０人(n=374)

全体

製造業

非製造業

44.7%

28.7%

24.0%

18.0%

6.0%

3.3%

4.7%

25.3%

46.7%

32.6%

25.0%

18.5%

6.5%

2.2%

4.3%

26.1%

41.4%

22.4%

22.4%

17.2%

5.2%

5.2%

5.2%

24.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

ＤＸを担う

人材がいない

資金の余裕がない

既存のシステムやデータ管

理の使い勝手が悪い

何をどう進めていいか分か

らない

相談できる窓口がない

他社や研究機関など適切な

連絡先が見つからない

その他

特になし

５１人以上(n=232)

全体

製造業

非製造業
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○ ＤＸに取り組む上で県に期待する支援について聞いたところ、全体では「資金繰り・助成」  

（４０．２％）が最も多く、次いで「人材の育成・供給」（１８．５％）、「相談窓口の充実」 

（１７．５％）、「先進事例の紹介」（１７．４％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＤＸに取り組む上で期待する支援／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

40.2%

18.5%

17.5%

17.4%

15.0%

11.2%

6.9%

0.9%

32.9%

40.3%

20.6%

16.0%

17.6%

13.0%

10.0%

7.6%

1.5%

32.3%

40.1%

16.9%

18.6%

17.2%

16.5%

12.0%

6.4%

0.5%

33.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

資金繰り・助成

人材の育成・供給

相談窓口の充実

先進事例の紹介

セミナーの開催

専門家派遣

関心のある企業や支援機関との

連携の場の提供

その他

特になし

全体

製造業

非製造業
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